
司書資格成立過程・現状

日本の専門職養成の構造からみた図書館専門職養成の検討
松本直樹（大妻女子大学）
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司書とは

「図書館法」第４条には，“図書館に置かれた専門的
職員を司書及び司書補と称する”とあり，“司書は，
図書館の専門的事務に従事する”とされている。「図
書館法」の性格からして，司書は公共図書館の専門
的職員（狭義の司書）であるが，広義には専門職と
しての図書館員一般の名称（広義の司書）としても
用いられている。
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専門職

業務業務業務

専門職

学校大学公共

司書資格の特異性
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図書館法上の司書以外は，学校図書館法が学校
図書館の司書教諭について定めている（教員免許
取得が前提，５科目10単位）

それ以外の館種の採用試験や採用条件で（狭義
の）司書に関わる知識や資格を求められること
がある
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館種 所管 部局所管 部局

公共図書館 文部科学省 生涯学習政策局
社会教育課

大学図書館 文部科学省 研究振興局
情報課

学校図書館 文部科学省 初等中等教育局
児童生徒課

専門図書館 なし なし

国立図書館 国会 国立国会図書館
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司書（狭義）の 養成
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大学（短大）卒業

高等専門学校卒業

大学（短大）卒業
文部科学省令で定める図
書館に関する科目を履修
（司書課程，通信教育，

専門課程）

司書講習修了

卒業と同時に
取得

主な取得方法
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※ 司書講習は10機関前後で推移

司書課程の開講大学数
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養成者数の推移
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養成課程の設置

文部科学省生涯学習政策局社会教育課が所管

課程開講には届出が必要（大学，学部の制限
はない）

文書による形式的な審査で，一度確認される
と，次のカリキュラム改訂まで審査はない
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区分 科目 単位
生涯学習概論 2

基礎科目 図書館概論 2基礎科目
図書館情報技術論 2
図書館制度・経営論 2

甲群 図書館サービス
図書館サービス概論 2

甲群 図書館サービス
に関する科目

情報サービス論 2図書館サービス
に関する科目 児童サービス論 2

情報サービス演習 2

図書館情報資源
図書館情報資源概論 2

図書館情報資源
に関する科目 情報資源組織論 2に関する科目

情報資源組織演習 2
図書館基礎特論 1
図書館サービス特論 1

乙群 （2科目選択）
図書館情報資源特論 1

乙群 （2科目選択） 図書・図書館史 12
図書館施設論 1
図書館総合演習 1
図書館実習 113



司書（狭義）の採用

個別の自治体が独自に条件を設定し採用

採用試験（地方公務員採用試験）において資格を応募
条件にしたり，専門試験で司書の知識を問うところは
少ない
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狭義の司書の養成機関は増加してきた

主に大学・短大の司書課程において司書有資
格者が毎年１万人近く生み出されている

実際に専門職として図書館に勤めるのは少数
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改革の歴史
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高等教育 資格試験 現場採用

専門職の養成から採用のプロセス
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名称 年 提案主体 横断 単位

図書館員養成課程基準 1950 大学基準協会 ◯ 20

修得科目 1950 文部省 15

図書館学教育基準 1954 大学基準協会 ◯ 38

図書館学教育改善試案 1965 教育改善委員会 ◯ 20-38

修得科目 1968 文部省 19

図書館学教育改善試案 1972 教育部会 ◯ 22-38

図書館・情報学教育基準 1977 大学基準協会 ◯ 38

修得科目 1996 文部省 20

図書館情報学カリキュラム
案

2006 日本図書館情報学会 ◯ ---

修得科目 2009 文部科学省 24

養成方法に関わる改革（案） ①
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名称 年 提案主体 横断 単位

図書館員養成課程基準 1950 大学基準協会 ◯ 20

修得科目 1950 文部省 15

図書館学教育基準 1954 大学基準協会 ◯ 38

図書館学教育改善試案 1965 教育改善委員会 ◯ 20-38

修得科目 1968 文部省 19

図書館学教育改善試案 1972 図書館学教育基準委員会 ◯ 22-38

図書館・情報学教育基準 1977 大学基準協会 ◯ 38

修得科目 1996 文部省 20

図書館情報学カリキュラム
案

2006 日本図書館情報学会 ◯ ---

修得科目 2009 文部科学省 24

養成方法に関わる改革（案） ②
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名称 年 提案主体 横断 単位

図書館員養成課程基準 1950 大学基準協会 ◯ 20

修得科目 1950 文部省 15

図書館学教育基準 1954 大学基準協会 ◯ 38

図書館学教育改善試案 1965 教育改善委員会 ◯ 20-38

修得科目 1968 文部省 19

図書館学教育改善試案 1972 図書館学教育基準委員会 ◯ 22-38

図書館・情報学教育基準 1977 大学基準協会 ◯ 38

修得科目 1996 文部省 20

図書館情報学カリキュラム 2006 日本図書館情報学会 ◯ ---

修得科目 2009 文部科学省 24

養成方法に関わる改革（案） ③
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LIPER

Library and Information Professions and Educations Renewal

情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の
再構築に関する総合的研究

学部，大学院で「コア領域」，大学院で３種の情報
専門職（公共図書館，大学図書館，学校）等を学修
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司書課程

学部 大学院 現職

実務経験
各種研修

公
共

他
館
種

認
定
制
度

検
定
試
験

採用から認定まで（１）

27



コア領域 専門的教育

学部 大学院 現職

実務経験
各種研修

公
共

他
館
種

認
定
制
度

検
定
試
験

採用から認定まで（２）
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名称 年 提案主体 横断 単位

図書館員養成課程基準 1950 大学基準協会 ◯ 20

修得科目 1950 文部省 15

図書館学教育基準 1954 大学基準協会 ◯ 38

図書館学教育改善試案 1965 教育改善委員会 ◯ 20-38

修得科目 1968 文部省 19

図書館学教育改善試案 1972 図書館学教育基準委員会 ◯ 22-38

図書館・情報学教育基準 1977 大学基準協会 ◯ 38

修得科目 1996 文部省 20

図書館情報学カリキュラム
案

2006 日本図書館情報学会 ◯ ---

修得科目 2009 文部科学省 24

養成方法に関わる改革（案） ④
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認定制度
以下の様な認定（試験）制度が運用中

日本図書館協会：認定司書制度（2010～）

日本医学図書館協会：ヘルスサイエンス情報専門員
（2003～）

NPO法人大学図書館支援機構：IAAL大学図書館業務
実務能力認定試験（2009～）

国立大学図書館協会中国四国地区協会：図書・学術
情報系専門員資格認定制度（2006～）
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まとめ
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高等教育 資格試験 現場採用

専門職の養成から採用のプロセス

・狭義の司書有資格者の
量は高等教育機関段階は
開放制により過剰に
・質の確保は不十分

・国家試験が実施され
ず，高等教育機関での養
成数がそのまま司書有
資格者の「量」に反映
・無試験であるため
「質」の分散が大きい

・採用（「量」）は，現
場がコントロール
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国家 専門職団体

現場・施設高等教育
機関

司書養成レジーム

・法律による行政の原理＝狭義の
司書養成
・分散的体制により領域横断的な
資格制度の受け皿は期待薄

・大学等は専門課程ではなく司書
課程を開設
・研究者の一部は改革を牽引した
が無関心派も多い（司書課程，短
大）

・ 高等教育機関における専門的教
育を重視せず。資格と職の結びつ
きが弱いことも関係：養成レジー
ムの牽引役になれず

・人事の停滞をまねくとの理由か
ら専門的職員採用に消極的
・アウトソーシングによりコスト
削減，サービス向上を目指す傾向
が強まっている
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今後の方向性
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目標（方向性）

館種横断的，高い専門性

具体化の方策（議論のための例）

(1)既存の制度の枠内で改革：司書課程の選択科目
の活用

(2)既存の制度の枠内で改革：民間団体（学会等）
が大学院の課程認定や資格試験を実施

(3)既存の制度を全面的に改革： 館種横断的な専
門職養成体制と国家試験制度創設
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司書課程

専門的教育

学部 大学院 現職

実務経験
各種研修

公
共

他
館
種

NPO法人等が課程認定や資格試験を実施

認
定
制
度

検
定
試
験

既存の制度の枠内で改革  (2)
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コア領域
専門的教育
（課程認定，
　国家試験）

学部 大学院 現職

実務経験
各種研修

認
定
制
度

公
共

他
館
種

検
定
試
験

既存の制度を全面的に改革 (3)
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